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１章 はじめに

1-1. 緑の基本計画の概要と見直しの背景

1-2. 緑地の機能

1-3. 計画の位置づけ

1-4. 計画の構成
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緑の基本計画は、都市緑地法に基づき市町村が主として都市計画区域内において

緑地の適正な保全及び緑化の推進に関する措置を、総合的かつ計画的に推進するた

めに策定する「緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画」です。

市町村は、区域内における緑地の保全及び緑化の推進に取り組むために独自性を

発揮し、また、創意工夫をこらした計画の目標や緑に関する施策などについて定め

ることができるとされています。

本市では、平成１７年に旧熊谷市・旧大里町・旧妻沼町が合併し、平成１９年に

旧江南町を編入したのをきっかけに、これまで各市町で取り組んできた旧都市緑地

保全法に基づく緑に関する取組を踏まえ、新市の緑地の保全と緑化の推進を市民・

事業者・行政が協働で取り組む、「熊谷市緑の基本計画」（以下「本計画」という。）

を平成２３年３月に策定しました。

本計画の策定から５年目にあたる平成２７年度に、前期５年間の達成状況の確認

を行うとともに、社会情勢の変化や総合振興計画後期基本計画等との整合性を図る

ため、計画の見直しを行うこととしました。

今回の見直しを通して各施策の達成状況を確認することにより、本計画３章で示

す目標の達成に向けて、一層、緑地の保全と緑化の推進を図るものです。

熊谷市の上空からの様子

1-1. 緑の基本計画の概要と見直しの背景
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（１）都市における緑地

緑の基本計画の対象となる都市における緑地は、公園緑地などの公共施設として

の緑地だけでなく、民有地の緑地も含みます。

これらの緑地は、都市の自然環境や生活環境を構成しており、「環境保全」、「観

光・交流」、「防災」、「景観形成」の機能に基づき、市民や事業者などの生活や

経済活動に欠かせないものとなっています。

この基本計画は、緑が良好な都市環境の形成を図り、健康で文化的な都市生活の

確保に寄与するため、市民や事業者などの参加と協働により、まちづくりの一環と

して緑地の保全や創出が図られるよう緑に関する基本的な取組を示します。

（２）対象とする緑地

緑の基本計画が対象とする緑地は、農地・樹林地・草地・水辺地などが単独もし

くは一体となって、良好な自然環境を形成している土地のことを指します。

現行法のもとで緑地を分類すると、大きく「施設緑地」と「地域制緑地」に分け

られます。

図：緑地の分類

図：緑地の分類

【施設緑地】

・国、地方公共団体が所有

する施設緑地

・民有地で公園緑地と同様

の機能を持つ施設緑地

・都市公園

・都市公園以外の公共施設緑地

・都市公園以外の民間施設緑地

など

・法による地域制緑地

・協定による地域制緑地

・条例などによる地域制緑地

など

市町村区域界

【地域制緑地】

・法の規制などによる緑地（た

だし、都市公園法で規定され

る都市公園を除く）

緑地を

恒久的に保全

緑地を

一定期間内保全
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緑地を構成する「施設緑地」と「地域制緑地」の詳細を以下に示します。

※1 都市公園：国または地方公共団体が都市公園法の定めにより設置した公園または緑

地

※2 公共施設緑地：都市公園以外の公有地、または公的な管理がなされている公園緑地

に準じる機能を持つ施設

※3 民間施設緑地：民有地で、公園緑地に準じる機能を持つ施設

※4 緑地保全地域：都市緑地法第５条に基づき都市計画で定められた良好な自然環境の

形成に必要な地域

※5 特別緑地保全地区：緑地保全地域の中でも、特に優れた緑地

図：緑地の体系

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市民緑地(都市緑地法) 
・公開空地 
・市民農園 
・公開している教育施設(私立) 
・市と協定などを結び開放している企業グラウンド 
・寺社境内地 
・民間の動植物園など 

・条例・要綱・契約などによる緑地の保全地区や緑地協定地区 
・保存契約による樹林地 
・協定による工場植栽地 
・県や市町村指定の文化財で緑地として扱えるもの 

（永続性の高いもの、緑地として算定できるもの） 
 

緑 
 
 

地 

施
設
緑
地 

地
域
制
緑
地 

都市公園※1 

都市公園以外 

公共施設緑地※2 

民間施設緑地※3 

・都市公園法で規定するもの 

都市公園以外
で公園緑地に
準じる機能を
持つ施設 

公共公益施設
における植栽
地など 

・公共空地(都市公園除く) 
・自転車歩行者専用道路 
・歩行者専用道路 
・地方自治法設置又は市条例

設置の公園 
・公共団体が設置している市

民農園 
・公開している教育施設 
・河川緑地 
・児童遊園 
・公共団体が設置している運

動場やグラウンド 
 

・学校の植栽地 
・道路の植樹帯 
 

法による地域制緑地 ・緑地保全地域※4、特別緑地保全地区※5 (都市緑地法) 
・風致地区(都市計画法) 
・景観地区（景観法） 
・生産緑地地区(生産緑地法) 
・農業振興地域農用地区域(農業振興地域整備法) 
・自然公園(自然公園法) 
・自然環境保全地域(自然環境保全法) 
・河川区域(河川法) 
・企業敷地内の緑化(工場立地法・企業立地促進法) 
・保安林区域(森林法) 
・地域森林計画対象民有林(森林法) 
・保存樹、保存樹林(樹木保存法) 
・名勝、天然記念物、史跡など緑地として扱える文化財 

（文化財保護法） 
 

協定による地域制緑地 ・緑地協定(都市緑地法)による区域 
 

条例などによる地域制緑地 

公共施設にお

ける植栽など



5

緑地は、人々が豊かな生活を送るうえで必要なさまざまな機能を担っています。

その機能は、都市緑地法で、大きく「環境保全機能」、「観光・交流機能」、「防

災機能」、「景観形成機能」に区分されています。

緑地の持つ機能を十分に理解したうえで保全・創出に取り組むことが、安全で快

適に暮らせるまちづくりを進めるうえで重要です。

本市では、平成１９年８月に当時の日本の観測史上最高となる４０．９度を記録

するなど、夏の暑さが全国的に知られており、気温上昇の緩和など都市環境保全機

能などをもつ緑化を推進しています。緑地の機能を整理すると次のとおりです。

本計画においては、本市における緑に関する課題を２章で整理し、３章で本市に求め

られる緑の機能・役割を踏まえた「取組」と「目標」を設定しています。

災害防止

避難・誘導

防災機能

緑地の機能 機能の内容 主 な 役 割

自然環境の保全

歴史・文化環境の保全

都市環境の保全

環境保全機能

・生物の多様性を確保
・生物が移動可能な空間確保
・貴重な生物の生育地の確保

・歴史、文化の継承
・史跡、遺産の保存

・気温上昇の緩和、大気の浄化
・省エネルギー化への寄与
・憩い、潤いの提供

動的レクリエーションの

場と機会の提供

静的レクリエーションの

場と機会の提供

観光・交流機能

・スポーツ、遊戯
・キャンプ、ピクニック
・農業の体験学習

・散策、自然観察
・休養、休憩

景観形成機能 美しいまちづくり

図：緑地の機能

・河川、水路の流量調整、洪水の抑制
・延焼の防止など
・防風

・災害時の避難場所・避難道路
・緊急物資輸送ルート

・良好な景観形成
・地域の個性創出
・通行者の視線誘導

1-２. 緑地の機能



6

1-3. 計画の位置づけ

（１）既存計画との関係

緑の基本計画策定を規定した「都市緑地保全法」から、平成１６年に公布された「景

観緑三法※1」までの緑に関連する法律の移り変わりと本市における概要を以下に示しま

す。

年代 施　　　　策 法制度

昭和8年
（1933）

　熊谷市施行

昭和30年
（1955）

　妻沼町施行

昭和31年
（1956）

都市公園法

昭和43年
（1968）

都市計画法

昭和48年
（1973）

都市緑地保全法

昭和57年
（1982）

　旧妻沼町緑のマスタープラン※２

昭和60年
（1985）

　江南町施行

平成元年
（1989）

　旧熊谷市都市計画区域緑のマスタープラン
　（旧熊谷市・旧江南町）

　旧東松山都市計画区域緑のマスタープラン

　（旧大里村）

平成6年
（1994）

都市緑地保全法改正
　（緑の基本計画）

平成12年
（2000）

　　　旧大里村都市計画マスタープラン

平成13年
（2001）

　　　旧妻沼町都市計画マスタープラン

平成14年
（2002）

　大里町施行

平成16年
（2004） 　　　旧熊谷市都市計画マスタープラン

景観緑三法
（名称変更：都市緑地保全法

→都市緑地法）

平成17年
（2005）

　熊谷市・大里町
　妻沼町合併

平成19年
（2007）

　江南町　編入

平成20年
（2008）

平成21年
（2009）

平成23年3月
（2011）

　熊谷市緑の基本計画

平成25年
（2013）

平成26年
（2014）

平成27年
（2015）

　熊谷市緑の基本計画　改定版

旧熊谷市緑の基本計画

旧妻沼町緑の基本計画

熊谷市総合振興計画

熊谷市環境基本計画

熊谷市景観計画

熊谷市総合振興計画　後期計画

熊谷市環境基本計画　改定版

1-３. 計画の位置づけ

表：既存計画との関係一覧

は、本計画で引用した施策
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※1景観緑三法：平成１６年に公布された、景観法、景観法の施行に伴う関係法律の整

備等に関する法律、都市緑地保全法等の一部を改正する法律の三つの

法律を合わせた呼称

※2 緑のマスタープラン：旧都市緑地保全法に基づき策定された緑に関する基本計画は

「緑のマスタープラン」と呼称されていましたが、法改正以降、正式

に「緑の基本計画」と呼称されるようになりました。
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（２）計画の位置づけ

緑の基本計画は、都市緑地法第４条に規定されているとおり、総合振興計画や環

境基本計画などの基本的な方針に適合するとともに、熊谷市における緑に関する総

合的な計画として位置づけられます。

本計画は、下図に示すように熊谷市総合振興計画（以下「総合振興計画」という。）

を上位計画とし、都市計画マスタープランや熊谷市環境基本計画（以下「環境基本

計画」という。）、熊谷市景観計画（以下、「景観計画」という。）など関連計画

と連携しながら緑のまちづくりを推進していきます。

本計画は、総合振興計画の将来都市像「川と川 環境共生都市 熊谷」の実現の

ための計画の一つとして位置づけられます。

都市全体、土地利用に関する基本的な考え方に合わせて緑の果たすべき役割につ

いては、熊谷市の都市計画に関する基本的な方針(都市計画マスタープラン）と適合

させます。

また、ヒートアイランド現象が顕著な本市において、緑が増えることで市民が快

適に過ごしたり、本市らしい景観が形成されるよう、環境基本計画や景観計画等と

の調和を図ります。

熊谷市の都市計画

に関する基本的な

方針（都市計画マス

タープラン）

･熊谷市環境基本計

画

･熊谷市景観計画

ほか

緑地の保全・都市公園の整備・緑化の推進・

緑の普及啓発などに関わる施策及び活動

位置づけに基づく

指針となる

適
合
す
る

調
和
す
る

市民や事業者

の意見

反
映
さ
せ
る

熊谷市総合振興計画（基本構想・基本計画）

熊谷市

『緑の基本計画』

図：緑の基本計画の位置づけ
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（３）計画の対象

①計画の対象区域

本計画は、本市の全域（都市計画区域内）を対象区域とします。

②計画の目標年度

本計画は、平成２３年度（２０１１年）を初年度とし、１０年後の平成３２年度

（２０２０年）を目標年度とします。なお、社会情勢の変化などに対応するため、

計画の中間年度にあたる平成２７年度に見直しを行い、本計画の改定版を策定しま

した。

③計画の内容

本計画は、本市の緑の現況を把握したうえで、緑のまちづくりの目標を設定し、

それを実現していくための基本方針や推進施策などを定めます。

年度

平成

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32
2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

総

合

振

興

計

画

(基本構想)

（前期基本計画） 次の計画に反映

（後期基本計画）

緑の基本計画
策定

適宜、計画を見直す

図：緑の基本計画の目標年度

改定版策定
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本計画は、都市緑地法に定める事項に沿って、以下の構成でまとめたものです。

３章 計画の基本方針

・基本的な取組

・計画の目標

４章 緑地の配置計画

・全体計画

・地区別の配置計画

６章 緑地の保全及び緑化を推進する地区

・地区の特性に応じた緑地の保全及び緑化の推進

・緑化重点地区

・緑地保全地区

７章 計画の推進

・計画の推進方針

・計画の推進体制

・施策の推進

・計画の進行管理

５章 緑地に関する施策の推進

・施策の体系

・主な施策

・主要な施策の取組

２章 現状と課題

・緑の現状

・既存計画の状況

・緑に関する市民の意識

・緑に関する課題

１章 はじめに

・緑の基本計画の概要と見直しの背景

・緑地の機能

・計画の位置づけ
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1-４. 計画の構成


